
 

 

 

 

トレムフィア皮下注 100 mg シリンジ 

トレムフィア皮下注 200 mg シリンジ 

トレムフィア皮下注 200 mg ペン 

トレムフィア点滴静注 200 mg 

 

に係る医薬品リスク管理計画書 

 

 

 

 

 

ヤンセンファーマ株式会社 



 

（別紙様式２） 
トレムフィアに係る 

医薬品リスク管理計画書（RMP）の概要 

販売名 

トレムフィア皮下注100 mg シリンジ 
トレムフィア皮下注200 mg シリンジ 
トレムフィア皮下注200 mg ペン 
トレムフィア点滴静注200 mg 

有効成分 グセルクマブ 
（遺伝子組換え） 

製造販売業者 ヤンセンファーマ株式会社 薬効分類 873999 
提出年月日 令和8年8月17日 

 
1.1. 安全性検討事項    
【重要な特定されたリスク】 【重要な潜在的リスク】 【重要な不足情報】 
重篤な感染症 悪性腫瘍 該当なし 
重篤な過敏症 免疫原性  
肝機能障害 好中球数減少  
 心血管系事象  
1.2. 有効性に関する検討事項  
該当なし  
 
↓上記に基づく安全性監視のための活動 

 
 

↓上記に基づくリスク最小化のための活動 
4. リスク最小化計画の概要 
通常のリスク最小化活動 
追加のリスク最小化活動 
医療従事者向け資材（適正使用ガイド）の作成

と提供 
適正使用に関する納入前の確実な情報提供（尋

常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性乾癬，乾癬性

紅皮症，掌蹠膿疱症） 

 
 
 
各項目の内容はＲＭＰの本文でご確認下さい。 

2. 医薬品安全性監視計画の概要 
通常の医薬品安全性監視活動 
追加の医薬品安全性監視活動 
該当なし 
3.有効性に関する調査･試験の計画の概要 
該当なし 
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（別紙様式１） 

医薬品リスク管理計画書 
 

 

会社名：ヤンセンファーマ株式会社 

 

 

品目の概要 

承 認 年 月 日 2018 年 3 月 23 日 薬 効 分 類 873999 

再 審 査 期 間 

乾癬・掌蹠膿疱症：8 年 

潰瘍性大腸炎：8 年 

クローン病：2025 年 6 月

24 日～2033 年 3 月 26 日

（残余期間） 

承 認 番 号 

① 23000AMX00446000 

② 30700AMX00079000 

③ 30700AMX00080000 

④ 30700AMX00078000 

国 際 誕 生 日 2017 年 7 月 13 日 

販 売 名  

① トレムフィア皮下注 100 mg シリンジ 

② トレムフィア皮下注 200 mg シリンジ 

③ トレムフィア皮下注 200 mg ペン 

④ トレムフィア点滴静注 200 mg 

有 効 成 分 グセルクマブ（遺伝子組換え） 

含量及び剤型 

① 1 シリンジ 1.0 mL 中にグセルクマブ（遺伝子組換え）100 mg を含有す

る水性注射剤 

② 1 シリンジ 2.0 mL 中にグセルクマブ（遺伝子組換え）200 mg を含有す

る水性注射剤 

③ 1 ペン 2.0 mL 中にグセルクマブ（遺伝子組換え）200 mg を含有する水

性注射剤 

④ 1 バイアル 20 mL 中にグセルクマブ（遺伝子組換え）200 mg を含有する

水性注射剤 

用法及び用量 

＜①尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性乾癬，乾癬性紅皮症，掌蹠膿疱症＞ 

①通常，成人にはグセルクマブ（遺伝子組換え）として，1 回 100 mg を初

回，4 週後，以降 8 週間隔で皮下投与する。 

 

＜① ②③④潰瘍性大腸炎，クローン病＞ 

④通常，成人にはグセルクマブ（遺伝子組換え）として，1 回 200 mg を初

回，4 週後，8 週後に点滴静注する。 
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①②③通常，成人にはグセルクマブ（遺伝子組換え）として，1 回 400 mg

を初回，4 週後，8 週後に皮下投与する。 

グセルクマブ製剤（点滴静注又は皮下注）の投与開始 16 週後から，1 回 100 

mg を 8 週間隔で皮下投与する。なお，患者の状態に応じて，グセルクマブ

製剤の投与開始 12 週後以降に，1 回 200 mg を 4 週間隔で皮下投与するこ

ともできる。 

効能又は効果  

・①既存治療で効果不十分な下記疾患 

尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性乾癬，乾癬性紅皮症，掌蹠膿疱症 

・①②③中等症から重症の潰瘍性大腸炎の寛解導入及び維持療法（既存治

療で効果不十分な場合に限る） 

・④中等症から重症の潰瘍性大腸炎の寛解導入療法（既存治療で効果不十

分な場合に限る） 

・①②③④中等症から重症の活動期クローン病の治療（既存治療で効果不

十分な場合に限る） 

承 認 条 件 ①②③④医薬品リスク管理計画を策定の上，適切に実施すること。 

備 考 

承認日 

尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性乾癬，乾癬性紅皮症：2018 年 3 月 23

日 

掌蹠膿疱症：2018 年 11 月 21 日 

潰瘍性大腸炎：2025 年 3 月 27 日 

クローン病：2025 年 6 月 24 日 

潰瘍性大腸炎（承認事項一部変更）：2026 年 2 月 19 日 
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変更の履歴 

前回提出日： 

令和 8 年 4 月 20 日 

変更内容の概要： 

1．「1.1 安全性検討事項」における重要な潜在的リスクの「肝障害」を重要な特定されたリスク

に設定し，名称を「肝機能障害」に変更。合わせて重要な特定されたリスクとした理由，及び

リスク最小化活動の内容を変更 

2. 「1.1 安全性検討事項」，「2. 医薬品安全性監視計画の概要」及び「5.1 医薬品安全性監視計画

の一覧」の項から製造販売後データベース調査（潰瘍性大腸炎）及び製造販売後データベース

調査（クローン病）の記載を削除 

3. 「1.1 安全性検討事項」及び「2. 医薬品安全性監視計画の概要」の項から特定使用成績調査

（長期）（尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性乾癬，乾癬性紅皮症）及び特定使用成績調査

（長期）（掌蹠膿疱症）の記載を削除し，「5. 医薬品安全性監視計画、有効性に関する調査・

試験の計画及びリスク最小化計画の一覧」の項にて，当該 2 調査の実施状況及び報告書の作成

予定日を更新 

4. 追加のリスク最小化活動として設定している医療従事者向け資材（適正使用ガイド）（尋常性

乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性乾癬，乾癬性紅皮症，掌蹠膿疱症）及び医療従事者向け資材（適

正使用ガイド）（潰瘍性大腸炎，クローン病）を改訂 

変更理由： 

1, 2. 肝機能障害に関する電子添文改訂のため 

3. 特定使用成績調査（長期）（尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性乾癬，乾癬性紅皮症）及び特

定使用成績調査（長期）（掌蹠膿疱症）が終了したため 

4. 自己投与に関する電子添文改訂，肝機能障害に関する電子添文改訂，及びその他記載整備のた

め 
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1. 医薬品リスク管理計画の概要 

1.1 安全性検討事項 
重要な特定されたリスク 

重篤な感染症 

 重要な特定されたリスクとした理由： 

・ 本剤は IL-23 の作用を選択的に抑制する薬剤であり，免疫系への影響により重篤な感

染症発現リスクがある。 

・ 局面型皮疹を有する乾癬患者（乾癬性関節炎患者を含む）を対象とした国内第 III 相試

験（以下，PSO3004 試験）において，器官別大分類（SOC）「感染症及び寄生虫症」

に該当する事象のうち，16 週時までに認められた重篤事象の発現割合は本剤 100 mg

群で 1.6 %（1/63 例）であり，プラセボ群（64 例）で発現は認められなかった。52 週

時までに本剤併合群における重篤事象の発現割合は 0.6%（1/180 例）であった。 

・ 膿疱性乾癬（GPP）患者及び乾癬性紅皮症（EP）患者を対象とした国内第 III 相試験

（以下，PSO3005 試験）において 52 週時までに，重篤な感染症は認められなかった

（GPP 患者：10 例，EP 患者：11 例）。 

・ 掌蹠膿疱症（PPP）患者を対象とした国内第 III 相試験（以下，PPP3001 試験）におい

て 52 週時までに，重篤な感染症は認められなかった。 

・ 乾癬患者を対象とした海外第 III 相試験（PSO3001，PSO3002 試験）の併合解析におい

て，SOC「感染症及び寄生虫症」に該当する事象のうち，16 週時までに認められた重

篤事象の発現割合は本剤併合群で 0.1%（1/823 例）であり，プラセボ群（422 例）では

認められなかった。48 週時までの本剤併合群における重篤事象の発現割合は 0.7%

（10/1,367 例）であった。 

・ 潰瘍性大腸炎患者を対象とした国際共同第 IIb/III 相試験（UCO3001 試験）において，

SOC「感染症及び寄生虫症」に該当する事象のうち，寛解導入試験にて認められた重

篤事象の発現割合は本剤 200 mg 静脈内投与（以下，IV）群で 0.5%（3/548 例）であ

り，プラセボ IV 群で 0.5%（2/403 例）であった。寛解維持試験にて認められた重篤事

象の発現割合は本剤 100 mg 皮下投与（以下，SC）群で 0.5%（1/197 例），本剤 200 

mg SC 群で 1.0%（2/199 例）であり，プラセボ SC 群で 0.5%（1/203 例）であった。 

・ 潰瘍性大腸炎患者を対象とした国際共同第 III 相試験（UCO3004 試験）において，

SOC「感染症及び寄生虫症」に該当する事象のうち，12 週時までに認められた重篤事

象の発現割合は本剤 400 mg SC 併合群で 0.7%（2/279 例）であり，プラセボ群で 0%

（0/139 例）であった。24 週時までの本剤併合群における重篤事象の発現割合は 1.4%

（4/279 例）であり，プラセボ群で 0.7%（1/139 例）であった。 
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 ・ クローン病患者を対象とした国際共同第 II/III 相試験（CRD3001 試験）において，SOC

「感染症及び寄生虫症」に該当する事象のうち，12 週時までに認められた重篤事象の

発現割合は本剤 IV 併合群で 0.3%（2/779 例）であり，プラセボ群で 0%（0/211 例）で

あった。48 週時までの本剤併合群における重篤事象の発現割合は 1.0%（8/780 例）で

あり，プラセボ群で 1.4%（3/211 例）であった。 

・ クローン病患者を対象とした国際共同第 III 相試験（CRD3004 試験）において，SOC

「感染症及び寄生虫症」に該当する事象のうち，12 週時までに認められた重篤事象の

発現割合は本剤 400 mg 皮下投与（SC）群で 0.4%（1/230 例）であり，プラセボ群 0%

（0/117 例）であった。48 週時までの本剤併合群における重篤事象の発現割合は 1.5%

（4/274 例）であり，プラセボ群で 0%（0/117 例）であった。 

・ クローン病患者を対象とした国内第 III 相試験（CRD3003 試験）において，48 週時ま

でに SOC「感染症及び寄生虫症」に該当する重篤事象は本剤投与群で 0%（0/38 例）

であった。 

 

臨床試験において重篤な感染症が認められており，本剤の作用機序を踏まえたうえで，重

要な特定されたリスクとした。 

医薬品安全性監視活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常の医薬品安全性監視活動 

 

【選択理由】 

製造販売後の重篤な感染症の発現状況を把握するため。 

リスク最小化活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常のリスク最小化活動として，本剤の電子添文及び患者向医薬品ガイドに重篤な感

染症に関する注意事項を記載し，注意喚起を実施する。 

・ 追加のリスク最小化活動として，以下を実施する。 

1. 医療従事者向け資材（適正使用ガイド）の作成と提供 

2. 適正使用に関する納入前の確実な情報提供（尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性

乾癬，乾癬性紅皮症，掌蹠膿疱症） 

 

【選択理由】 

医療関係者及び患者に対し確実に情報提供を行い，適正使用に関する理解を促すため。 
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重篤な過敏症 

 重要な特定されたリスクとした理由： 

・ PSO3004 試験及び PSO3005 試験（52 週時まで），海外第 III 相試験（48 週時まで），

PPP3001 試験（52 週時まで）において，本剤群でアナフィラキシー及び血清病様反応

を含む重篤な過敏症の発現は認められていない。 
・ 過敏症関連の事象である注射部位反応の発現割合は，PSO3004 試験において 16 週時ま

でに，プラセボ群で 1.6%（1/64 例）であり，本剤 100 mg 群では発現はなかった。52

週時までの本剤併合群における発現割合は 6.7%（12/180 例）であった。 

・ PSO3005 試験において過敏症関連の事象である注射部位反応の発現は 52 週時までに認

められなかった。 

・ PPP3001 試験において過敏症関連の事象である注射部位反応の発現割合は，16 週時ま

でに，プラセボ群で 1.9%（1/53 例），本剤 100 mg 群で 5.6%（3/54 例）であった。52

週時までの本剤併合群における発現割合は 17.2%（27/157 例）であった。 

・ 乾癬患者を対象とした海外第 III 相試験の併合解析において過敏症関連の事象である注

射部位反応の発現割合は，16 週時までに本剤併合群で 2.6%（21/823 例），48 週時ま

でに本剤併合群で 2.6%（36/1,367 例）であった。 
・ UCO3001 試験及び UCO3004 試験において，アナフィラキシー及び血清病反応を含む

重篤な過敏症について，寛解導入試験及び寛解維持試験での発現は認められていな

い。 

・ UCO3001 試験の寛解維持試験において過敏症関連の事象である注射部位反応の発現割

合は，100 mg SC 群 0.5%（1/197 例），200 mg SC 群で 8.0%（16/199 例），プラセボ

SC 群で 1.0%（2/203 例）であった。 

・ UCO3004 試験において過敏症関連の事象である注射部位反応の 24 週時までの発現割

合は，本剤 100 mg SC q8w 群で 5.0%（7/139 例），本剤 200 mg SC q4w 群で 6.4%

（9/140 例），プラセボ群で 2.9%（4/139 例）であった。 

・ CRD3001 試験，CRD3004 試験及び CRD3003 試験において，48 週時までに本剤投与群

でアナフィラキシー及び血清病反応を含む重篤な過敏症の発現は認められていない。  

・ CRD3001 試験において過敏症関連の事象である注射部位反応の 48 週時までの発現割

合は，本剤 200 mg SC 併合群で 4.1%（12/284 例），本剤 100 mg SC 併合群で 1.4%

（5/326 例），プラセボ群で 0%（0/194 例）であった。 

・ CRD3004 試験において過敏症関連の事象である注射部位反応の 48 週時までの発現割

合は，本剤 200 mg SC 群で 7.0%（8/115 例），本剤 100 mg SC 群で 4.3%（5/115 例），

プラセボ群で 0%（0/117 例）であった。 

・ CRD3003 試験において過敏症関連の事象である注射部位反応の 48 週時までの発現割

合は，本剤投与群で 7.9%（3/38 例）であった。 

・ 国内製造販売後において，本剤との因果関係が否定できない重篤な過敏症が報告され

ている。 
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臨床試験において過敏症関連の事象である注射部位反応が本剤群で報告されており，国内

製造販売後に本剤との因果関係が否定できない重篤な過敏症が報告されている。本剤はモ

ノクローナル抗体であり，重篤な過敏症を引き起こすことがあるため，重要な特定された

リスクとした。 

医薬品安全性監視活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常の医薬品安全性監視活動 

 

【選択理由】 

製造販売後の重篤な過敏症の発現状況を把握するため。 

リスク最小化活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常のリスク最小化活動として，本剤の電子添文及び患者向医薬品ガイドに重篤な過

敏症に関する注意事項を記載し，注意喚起を実施する。 

・ 追加のリスク最小化活動として，以下を実施する。 

1. 医療従事者向け資材（適正使用ガイド）の作成と提供 

2. 適正使用に関する納入前の確実な情報提供（尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性

乾癬，乾癬性紅皮症，掌蹠膿疱症） 

 

【選択理由】 

医療関係者及び患者に対し確実に情報提供を行い，適正使用に関する理解を促すため。 
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肝機能障害 

 重要な特定されたリスクとした理由： 

 UCO3001 試験において，臨床的に重要な肝障害（重篤又は治験薬の投与中止に至った

事象，以下同様）は認められなかった。また，臨床検査値の血液生化学検査の結果から，

薬剤性肝障害のシグナルである Hy’s low の基準（AST または ALT の最大値が基準値上

限の 3 倍以上かつ総ビリルビンの最大値が基準値上限の 2 倍以上に増加し，胆汁うっ

滞又は他の病因を有さない）に合致する被験者は認められなかった。寛解導入試験にて

認められた肝障害に関連する可能性がある有害事象*の発現割合は本剤 200 mg IV 群で

2.4%（13/548 例）であり，プラセボ IV 群で 0.7%（3/403 例）であった。寛解維持試験

にて認められた肝障害に関連する可能性がある有害事象の発現割合は，本剤 100 mg SC

群で 5.1%（10/197 例），本剤 200 mg SC 群で 2.0%（4/199 例）であり，プラセボ SC 群

で 2.0%（4/203 例）であった。 

 UCO3004 試験において，24 週時までに臨床的に重要な肝障害（重篤又は治験薬の投与

中止に至った事象）は認められなかった。また，Hy’s low の基準に合致する被験者は認

められなかった。12 週時までに認められた肝障害に関連する可能性がある有害事象*の

発現割合は本剤 400 mg SC 併合群で 1.1%（3/279 例）であり，プラセボ群で 2.9%（4/139

例）であった。24 週時までに認められた肝障害に関連する可能性がある有害事象の発

現割合は，本剤併合群で 2.2%（6/279 例），プラセボ群で 4.3%（6/139 例）であった。 

 CRD3001 試験において，臨床的に重要な肝障害は 12 週時までに本剤 IV 200 mg 併合

群で 2 例（肝機能検査値上昇，肝酵素上昇 各 1 例），48 週時までに本剤 100 mg SC 群

で新たに 2 例（肝酵素上昇，肝機能異常 各 1 例）の合計 4 例認められたが，いずれの

症例も本剤以外の要因としてベースライン時の肝疾患の併発，併用薬やウイルス感染

等が報告された。なお，肝機能検査値上昇を認めた被験者は Hy’s low の基準を満たし

ていたが，本剤以外の要因としてマクロゴールの併用が報告されており，本剤との関連

性なしと評価された。また，上述の 4 例以外に，潰瘍性大腸炎及びクローン病の用量よ

りも高用量である本剤 1200 mg IV を導入投与（0，4 及び 8 週）後，本剤 200 mg SC を

4 週間隔投与（12 週以降）の 1 例で，12 週時の維持投与前に Hy’s law の基準を満たす

重篤な中毒性肝炎が報告された。交絡因子として本事象の発現前にエンテロウイルス

感染が報告されていた。 

 CRD3004 試験において，臨床的に重要な肝障害は，12 週時までに本剤 400 mg SC 群で

1 例（アラニンアミノトランスフェラーゼ増加）認められたが本剤以外の要因として併

用薬が報告されており，48 週時までに新たな報告はなかった。また，Hy’s low の基準

に合致する被験者は認められなかった。 

 CRD3003 試験において，48 週時までに臨床的に重要な肝障害や，Hy’s low の基準に合

致する被験者は認められなかった。 

 

上記のとおり，臨床試験における肝障害の発現割合は低いものの，潜在的な薬物性肝障害

イベントの発現が，本剤を含む IL-23p19 阻害剤の IBD 患者を対象とした臨床試験で報告さ

れていること，国内市販後において自己免疫性肝炎等の肝機能障害が報告されていること

から，重要な特定されたリスクとして設定した。 
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 * MedDRA SMQ「薬剤に関連する肝障害－包括的検索（狭義）」に該当する事象 

 

医薬品安全性監視活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常の医薬品安全性監視活動 

 

【選択理由】 

製造販売後の肝機能障害の発現状況を把握するため。 

リスク最小化活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常のリスク最小化活動として，本剤の電子添文に肝機能障害に関する注意事項を記

載し，注意喚起を実施する。 

・ 追加のリスク最小化活動として，以下を実施する。 

1. 医療従事者向け資材（適正使用ガイド）の作成と提供 

2. 適正使用に関する納入前の確実な情報提供（尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性乾

癬，乾癬性紅皮症，掌蹠膿疱症） 

 

【選択理由】 

医療関係者及び患者に対し確実に情報提供を行い，適正使用に関する理解を促すため。 

 

 
  



   

   
 10  

重要な潜在的リスク 

悪性腫瘍 

 重要な潜在的リスクとした理由： 

・ PSO3004 試験において，16 週時までにプラセボ群，本剤 100 mg 群において悪性腫瘍

の発現はなかった。52 週時までの本剤併合群における発現割合は 0.6%（1/180 例）で

あった。 

・ PSO3005 試験において，52 週時までに認められた悪性腫瘍の発現割合は GPP 患者で

10.0%（1/10 例）であり，EP 患者（11 例）では悪性腫瘍の発現はなかった。 

・ PPP3001 試験において，16 週時までにプラセボ群，本剤 100 mg 群において悪性腫瘍の

発現はなかった。52 週時までの本剤併合群における発現割合は 0.6%（1/157 例）であ

った。 

・ 乾癬患者を対象とした海外第 III 相試験の併合解析において，16 週時までに認められた

悪性腫瘍の発現割合は，本剤併合群で 0.1%（1/823 例）であり，プラセボ群では悪性

腫瘍の発現はなかった。48 週時までの本剤併合群の発現割合は 0.7%（9/1,367 例）で

あった。 

・ 本剤併合群での悪性腫瘍の 100 人年あたりの発現率は，PSO3004 試験で 0.62（悪性黒

色腫を除く皮膚癌（NMSC） 0.00，NMSC 以外の悪性腫瘍 0.62），PPP3001 試験で

0.74（NMSC 0.00，NMSC 以外の悪性腫瘍 0.74），乾癬患者を対象とした海外第 III 相

試験の 48 週時までの併合解析で 0.88（NMSC 0.59，NMSC 以外の悪性腫瘍 0.29）であ

り，生物製剤を用いた多施設前向き観察研究（Psoriasis Longitudinal Assessment 

Registry：PSOLAR）で報告されている，乾癬に使用される他の生物製剤での 100 人年

あたりの NMSC を除く悪性腫瘍発現率（ウステキヌマブ投与例 0.48，その他の生物製

剤投与例 0.73）と同程度であった（J Drugs Dermatol 2015; 14: 706-14）。 

・ UCO3001 試験において，寛解導入試験にて認められた悪性腫瘍の発現割合は本剤 200 

mg IV 群で 0.4%（2/548 例）であり，プラセボ IV 群で 0%（0/403 例）であった。寛解

維持試験にて認められた悪性腫瘍の発現割合は本剤 100 mg SC 群で 0%（0/197 例），

本剤 200 mg SC 群で 0.5%（1/199 例）であり，プラセボ SC 群で 2.0%（4/203 例）であ

った。 

・ UCO3004 試験において 12 週時までに認められた悪性腫瘍の発現割合は，本剤 400 mg 

SC 併合群で 0.4%（1/279 例）であり，プラセボ群で 0%（0/139 例）であった。24 週時

までの本剤併合群における発現割合は 0.4%（1/279 例）であり，プラセボ群で 0.7%

（1/139 例）であった。 
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・ CRD3001 試験において 12 週時までに認められた悪性腫瘍の発現割合は，本剤 IV 併合

群で 0%（0/779 例）であり，プラセボ群 0%（0/211 例）であった。48 週時まで本剤併

合群における発現割合は 0.3%（2/780 例）であり，プラセボ群で 0%（0/211 例）であ

った。 

・ CRD3004 試験において 12 週時までに認められた悪性腫瘍の発現割合は，本剤 400 mg 

SC 群で 0.4%（1/230 例）であり，プラセボ群 0%（0/117 例）であった。48 週時までの

本剤併合群における発現割合は 0.4%（1/274 例）であり，プラセボ群で 0%（0/117

例）であった。 

・ CRD3003 試験において 48 週時までに認められた悪性腫瘍の発現割合は，本剤投与群

で 0%（0/38 例）であった。 

 

臨床試験における悪性腫瘍の発現率は，プラセボ群や既存の乾癬の生物製剤で報告されて

いる発現率と同程度であるものの，本剤は選択的な免疫抑制作用を有するため，悪性腫瘍

の発現リスクを増大させる可能性があることから，重要な潜在的リスクとした。 

医薬品安全性監視活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常の医薬品安全性監視活動 

 

【選択理由】 

製造販売後の悪性腫瘍の発現状況を把握するため。 

リスク最小化活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常のリスク最小化活動として，本剤の電子添文及び患者向医薬品ガイドに悪性腫瘍

に関する注意事項を記載し，注意喚起を実施する。 

・ 追加のリスク最小化活動として，以下を実施する。 

1. 医療従事者向け資材（適正使用ガイド）の作成と提供 

2. 適正使用に関する納入前の確実な情報提供（尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性

乾癬，乾癬性紅皮症，掌蹠膿疱症） 

 

【選択理由】 

医療関係者及び患者に対し確実に情報提供を行い，適正使用に関する理解を促すため。 
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免疫原性 

 重要な潜在的リスクとした理由： 

 PSO3004 試験において，抗グセルクマブ抗体を評価可能な血清検体が得られた患者の

うち，52 週時までに抗グセルクマブ抗体陽性となった患者の割合は本剤併合群で 7.2%

（13/180 例）であった。 

 PSO3005 試験において，抗グセルクマブ抗体を評価可能な血清検体が得られた患者の

うち，52 週時までに抗グセルクマブ抗体陽性となった患者はいなかった。 

 PPP3001 試験において，抗グセルクマブ抗体を評価可能な血清検体が得られた患者の

うち，52 週時までに抗グセルクマブ抗体陽性となった患者の割合は 2.6%（4/156 例）

であった。 

 乾癬患者を対象とした海外臨床試験（PSO2001 試験，PSO3001 試験， PSO3002 試験及

び PSO3003 試験）において，抗グセルクマブ抗体を評価可能な血清検体が得られた患

者のうち，抗グセルクマブ抗体が陽性となった患者の割合は 6.0%（104/1,734 例）であ

った。 

 UCO3001 試験において，抗グセルクマブ抗体を評価可能な血清検体が得られた患者の

うち，第 III 相寛解導入試験の 12 週時までに抗グセルクマブ抗体が陽性となった患者

の割合は 1.4%（6/428 例）であった。寛解維持試験の 44 週時までに継続的にグセルク

マブの投与を受け，抗グセルクマブ抗体が陽性となった患者の割合は 11.7%（61/523

例）であった。 

 UCO3004 試験において，抗グセルクマブ抗体を評価可能な血清検体が得られた患者の

うち，12 週時までに抗グセルクマブ抗体が陽性となった患者の割合は，本剤 400 mg 

SC 併合群で 2.5%（7/279 例）であった。24 週時までに抗グセルクマブ抗体が陽性とな

った患者の割合は，本剤併合群で 8.6%（24/279 例）であった。 

 CRD3001 試験において，抗グセルクマブ抗体を評価可能な血清検体が得られた患者の

うち，12 週時までに抗グセルクマブ抗体が陽性となった患者の割合は，本剤 200 mg 

IV 併合群で 1.3%（8/634 例）であった。48 週時までに抗グセルクマブ抗体が陽性とな

った患者の割合は，本剤併合群で 4.7%（30/634 例）であった。 

 CRD3004 試験において，抗グセルクマブ抗体を評価可能な血清検体が得られた患者の

うち，12 週時までに抗グセルクマブ抗体が陽性となった患者の割合は，本剤 400 mg 

SC 群で 0.9%（2/230 例）であった。48 週時までに抗グセルクマブ抗体が陽性となった

患者の割合は，本剤併合群で 8.7%（20/230 例）であった。 

 CRD3003 試験において，抗グセルクマブ抗体を評価可能な血清検体が得られた患者の

うち，12 週時までに抗グセルクマブ抗体が陽性となった患者は本剤投与群で認められ

ず（0/37 例），48 週時までに抗グセルクマブ抗体が陽性となった患者の割合は，本剤

投与群で 2.7%（1/37 例）であった。 
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抗グセルクマブ抗体が陽性となった患者数は限られているものの，臨床試験において，抗

グセルクマブ抗体の発現の有無による血中濃度のトラフ値，有効性，重篤な過敏症に関連

する有害事象の発現割合への明確な影響は認められなかった。しかしながら，本剤は生物

学的製剤であり外来タンパク質を注射投与することで，免疫反応の原因となる可能性があ

ることから，重要な潜在的リスクとして設定した。 

医薬品安全性監視活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常の医薬品安全性監視活動 

 

【選択理由】 

抗グセルクマブ抗体の発現及び関連する有害事象の発現状況を把握するため。 

リスク最小化活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常のリスク最小化活動として，本剤の電子添文に免疫原性に関する注意事項を記載

し，注意喚起を実施する。 

・ 追加のリスク最小化活動として，以下を実施する。 

1. 医療従事者向け資材（適正使用ガイド）の作成と提供 

2. 適正使用に関する納入前の確実な情報提供（尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性

乾癬，乾癬性紅皮症，掌蹠膿疱症） 

 

【選択理由】 

医療関係者及び患者に対し確実に情報提供を行い，適正使用に関する理解を促すため。 
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好中球数減少 

 重要な潜在的リスクとした理由： 

 PSO3004 試験において，52 週時までの好中球数減少に関連した事象の発現割合は，本

剤併合群で 2.2%（4/180 例）であった。重篤な事象は報告されておらず，CTCAE 

Grade 3 以上の好中球数減少は認められなかった。 

 PSO3005 試験において，52 週時までに好中球数減少に関連した事象は認められなかっ

た。 

 PPP3001 試験において 52 週時までの好中球数減少に関連した事象の発現割合は，本剤

併合群で 1.3%（2/157 例）であった。重篤な事象は報告されておらず，CTCAE Grade 3

以上の好中球数減少は認められなかった。 

 乾癬患者を対象とした海外第 III 相試験の併合解析において，48 週時までに好中球数減

少に関連した事象の発現割合は本剤併合群で 0.9%（12/1,367 例）であった。 

 乾癬性関節炎患者を対象とした海外第 III 相試験（PSA3001 試験，PSA3002 試験）の併

合解析において，プラセボ対照試験期間である 24 週時までに好中球数減少に関連した

事象の発現割合はプラセボ群では認められなかった（0/372 例）が，本剤併合群で

0.9%（7/748 例）であった。本剤併合群で認められた好中球数減少の多くが CTCAE 

Grade 1 であった。 

 UCO3001 試験において，寛解導入試験にて認められた好中球数減少に関連した事象の

発現割合は本剤 200 mg IV 群で 1.8%（10/548 例）であり，プラセボ IV 群で 1.5%

（6/403 例）であった。寛解維持試験にて認められた好中球数減少に関連した事象の発

現割合は本剤 100 mg SC 群で 2.5%（5/197 例），本剤 200 mg SC 群で 3.5%（7/199 例）

であり，プラセボ SC 群で 3.0%（6/203 例）であった。 

 UCO3004 試験において 12 週時までに認められた好中球数減少に関連した事象の発現

割合は，本剤 400 mg SC 群で 0.7%（2/279 例）であり，プラセボ群で 0%（0/139 例）

であった。24 週時までの本剤併合群における好中球数減少に関連した事象の発現割合

は 1.1%（3/279 例）であり，プラセボ群で 0.7%（1/139 例）であった。 

 CRD3001 試験において 12 週時までに認められた好中球数減少の発現割合は，本剤 IV

併合群で 0.6%（5/779 例）であり，プラセボ群 0%（0/211 例）であった。48 週時まで

の本剤併合群における好中球数減少の発現割合は 1.0%（8/780 例）であり，プラセボ

群で 0%（0/211 例）であった。 

 CRD3004 試験において 12 週時までに認められた好中球数減少の発現割合は，本剤 400 

mg SC 群で 0.4%（1/230 例）であり，プラセボ群 0%（0/117 例）であった。48 週時ま

での本剤併合群における好中球数減少の発現割合は 0.7%（2/274 例）であり，プラセ

ボ群で 0.9%（1/117 例）であった。 

 CRD3003 試験において本剤投与群で 48 週時までに認められた好中球数減少の発現割

合は，本剤投与群で 0%（0/38 例）であった。 
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臨床試験において，臨床的に重要となる好中球数の減少を示唆する所見は認められなかっ

たが，乾癬性関節炎患者を対象とした海外第 III 相試験において本剤と軽度な好中球数減少

の関連性を示唆する成績が得られている。本剤の作用機序より，好中球の活性化等の作用

を有する IL-17 シグナル経路に影響を及ぼす可能性は否定できないことから，重要な潜在的

リスクとして設定した。 

医薬品安全性監視活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常の医薬品安全性監視活動 

 

【選択理由】 

製造販売後の好中球数減少の発現状況を把握するため。 

リスク最小化活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常のリスク最小化活動として，本剤の電子添文に好中球数減少に関する注意事項を

記載し，注意喚起を実施する。 

・ 追加のリスク最小化活動として，以下を実施する。 

1. 医療従事者向け資材（適正使用ガイド）の作成と提供 
2. 適正使用に関する納入前の確実な情報提供（尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性

乾癬，乾癬性紅皮症，掌蹠膿疱症） 

 

【選択理由】 

医療関係者及び患者に対し確実に情報提供を行い，適正使用に関する理解を促すため。 
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心血管系事象 

 重要な潜在的リスクとした理由： 

 乾癬患者では心筋梗塞，脳卒中等の心血管イベントの発現リスクが高いことが報告さ

れている（J Invest Dermatol 2013; 133: 2340-6）。 

 PSO3004 試験において，16 週時までに認められた SOC「心臓障害」の発現割合は，プ

ラセボ群で 1.6%（1/64 例）であり，本剤 100 mg 群では認められなかった。52 週時ま

でに本剤併合群における発現割合は 3.9%（7/180 例）であった。主要心血管イベント*

（MACE）は 16 週時までにいずれの投与群でも発現は認められなかったが，52 週時ま

でに本剤併合群で 1 例認められた。 

 PSO3005 試験において，52 週時までに認められた SOC「心臓障害」の発現割合は， 

EP 患者で 27.3%（3/11 例），GPP 患者では発現はなかった。 

 PPP3001 試験において，16 週時までに認められた SOC「心臓障害」に該当する事象

は，プラセボ群，本剤 100 mg 群ともに認められなかった。52 週時までに認められた

SOC「心臓障害」の発現割合は，本剤併合群で 1.3%（2/157 例）であり MACE はいず

れの投与群においても発現は認められなかった。 

 乾癬患者を対象とした海外第 III 相試験の併合解析において，16 週時までに認められた

心血管イベント**の発現割合は，本剤併合群で 0.4%（3/823 例）であり，プラセボ群

では認められなかった。48 週時までの本剤併合群における発現割合は 0.6%（8/1,367

例）であった。MACE は 48 週時までに本剤併合群で 4 例認められた。 

 UCO3001 試験において，寛解導入試験にて認められた MACE の発現割合は本剤 200 

mg IV 群で 0.4%（2/548 例）であり，プラセボ IV 群で 0.5%（2/403 例）であった。寛

解維持試験にて認められた MACE の発現割合は本剤 100 mg SC 群で 0%（0/197 例），

本剤 200 mg SC 群で 0.5%（1/199 例）であり，プラセボ SC 群で 0%（0/203 例）であっ

た。 

 UCO3004 試験において 12 週時までに認められた MACE の発現割合は，本剤 400 mg 

SC 群で 0.4%（1/279 例）であり，プラセボ群で 0%（0/139 例）であった。24 週時まで

の本剤併合群における MACE の発現割合は 0.4%（1/279 例）であり，プラセボ群で

0%（0/139 例）であった。 

 CRD3001 試験において 12 週時までに認められた MACE の発現割合は，本剤 IV 併合群

で 0%（0/779 例）であり，プラセボ群で 0%（0/211 例）であった。48 週時までの

MACE の発現割合は本剤併合群で 0.1%（1/780 例）であり，プラセボ群で 0%（0/211

例）であった。 
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 CRD3004 試験において 12 週時までに認められた MACE の発現割合は，本剤 400 mg 

SC 群で 0%（0/230 例）であり，プラセボ群で 0%（0/117 例）であった。48 週時まで

の MACE の発現割合は本剤併合群で 0%（0/274 例）であり，プラセボ群で 0%（0/117

例）であった。 

 CRD3003 試験において 48 週時までに認められた MACE の発現割合は，本剤投与群で

0%（0/38 例）であった。 

 

本剤と心血管系事象発現リスクとの関連性は明確ではないものの，臨床試験において本剤

群で心血管系事象の発現が認められたことから，重要な潜在的リスクとして設定した。 

*心血管系疾患による死亡，非致死性の心筋梗塞及び非致死性の脳卒中のいずれかに該当する事象 

**心血管系疾患による死亡，非致死性の心筋梗塞，非致死性の脳卒中，不安定狭心症による入院，一

過性脳虚血性発作，静脈血栓塞栓，末梢動脈塞栓，冠動脈再建，心不全，介入を要する不整脈，心血

管性失神及び入院に至る重症／進行性高血圧のいずれかに該当する事象 

医薬品安全性監視活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常の医薬品安全性監視活動 

 

【選択理由】 

製造販売後の心血管系事象の発現状況を把握するため。 

リスク最小化活動の内容及びその選択理由： 

【内容】 

・ 通常のリスク最小化活動は実施しない。 

・ 追加のリスク最小化活動として，以下を実施する。 

1. 医療従事者向け資材（適正使用ガイド）の作成と提供 

2. 適正使用に関する納入前の確実な情報提供（尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性

乾癬，乾癬性紅皮症，掌蹠膿疱症） 

 

【選択理由】 

医療関係者及び患者に対し確実に情報提供を行い，適正使用に関する理解を促すため。 
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重要な不足情報 

該当なし 
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1.2 有効性に関する検討事項 

該当なし 
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2. 医薬品安全性監視計画の概要 
通常の医薬品安全性監視活動 

通常の医薬品安全性監視活動の概要： 

副作用，文献・学会情報及び外国措置報告等の収集・確認・分析に基づく安全対策の検討 

追加の医薬品安全性監視活動 

該当なし 

 

3. 有効性に関する調査・試験の計画の概要 

該当なし 
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4. リスク最小化計画の概要 
通常のリスク最小化活動 

通常のリスク最小化活動の概要： 

電子添文及び患者向医薬品ガイドによる情報提供 

 
追加のリスク最小化活動 

医療従事者向け資材（適正使用ガイド）の作成と提供 

 【安全性検討事項】 

重篤な感染症，重篤な過敏症，悪性腫瘍，免疫原性，好中球数減少，心血管系事象，肝機能

障害 

 

【目的】 

安全性検討事項について注意喚起し，医薬品の適正使用を医療従事者に対して周知する。 

 

【具体的な方法】 

納入施設に対し，医薬情報担当者が配布，説明し，資材の活用を依頼する。 

 

【節目となる予定の時期，実施した結果に基づき採択される可能性がある更なる措置】 

安全性定期報告書提出時，再審査申請時に内容の更新が必要か検討する。 

適正使用に関する納入前の確実な情報提供（尋常性乾癬，乾癬性関節炎，膿疱性乾癬，乾癬性

紅皮症，掌蹠膿疱症） 

 【安全性検討事項】 

重篤な感染症，重篤な過敏症，悪性腫瘍，免疫原性，好中球数減少，心血管系事象，肝機能

障害 

 

【目的】 

本剤の安全性情報及び適正使用情報について，本剤使用前に乾癬・掌蹠膿疱症版の適正使用

ガイド等の適正使用資材を用いた情報提供を行うことで，有害事象の発現又は重篤化回避の

ための理解を促す。また，乾癬・掌蹠膿疱症の適切な投与対象に関する情報提供を行う。 

 

【具体的な方法】 

 本剤の納入前に，本剤の処方予定医師に対し，乾癬・掌蹠膿疱症の診断・治療，本剤

の安全性プロファイルや適正使用，及び副作用発現時の対応について，十分な知識を

持つことの重要性について説明し，理解を得る。 

 重篤な感染症等に対する迅速な対応や定期的な検査が可能な施設で使用すること又は

前記を満たす施設と協力体制を構築した上で使用することの重要性を説明し，理解を

得る。 

 協力体制が構築されている場合は，協力先の医師に対しても本剤の安全性情報につい

て情報提供を行う。 
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【節目となる予定の時期，実施した結果に基づき採択される可能性がある更なる措置】 

安全性定期報告書提出時，再審査申請時に情報提供の実施方法等について検討する。 
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5. 医薬品安全性監視計画，有効性に関する調査・試験の計画及びリスク最小化

計画の一覧 

5.1 医薬品安全性監視計画の一覧 
通常の医薬品安全性監視活動 

副作用，文献・学会情報及び外国措置報告等の収集・確認・分析に基づく安全対策の検討 

 
追加の医薬品安全性監視活動 

追加の医薬品安全性 
監視活動の名称 

節目となる症例数 
／目標症例数 

節目となる 
予定の時期 

実施状況 
報告書の 
作成予定日 

市販直後調査（乾癬） 該当せず 販売開始から 6

カ月後 

終了 作成済み 

（2018 年 12

月提出） 

市販直後調査（潰瘍性

大腸炎，クローン病） 

該当せず 販売開始から 6

カ月後 

終了 作成済み 

（2026 年 1 月

提出） 

特定使用成績調査（長

期）（尋常性乾癬，乾

癬性関節炎，膿疱性乾

癬，乾癬性紅皮症） 

400 例 ・安全性定期 

報告書提出時 

・最終報告書作

成時 

終了 作成済み 

（2026 年 6 月

提出） 

 

特定使用成績調査（長

期）（掌蹠膿疱症） 

200 例 ・安全性定期 

報告書提出時 

・最終報告書作

成時 

終了 作成済み 

（2026 年 6 月

提出） 

 

 

 

5.2 有効性に関する調査・試験の計画の一覧 

該当なし 
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5.3 リスク最小化計画の一覧 
通常のリスク最小化活動 

電子添文及び患者向医薬品ガイドによる情報提供 

 
追加のリスク最小化活動 

追加のリスク最小化活動 
の名称 

節目となる 
予定の時期 

実施状況 

市販直後調査による情報提供

（乾癬） 

・ 販売開始から 6 カ月後 終了 

市販直後調査による情報提供

（潰瘍性大腸炎，クローン

病） 

・ 販売開始から 6 カ月後 終了 

医療従事者向け資材（適正使

用ガイド）の作成と提供 

・ 安全性定期報告書提出時 
・ 再審査申請時 

実施中 

適正使用に関する納入前の確

実な情報提供（尋常性乾癬，

乾癬性関節炎，膿疱性乾癬，

乾癬性紅皮症，掌蹠膿疱症） 

・ 安全性定期報告書提出時 
・ 再審査申請時 

実施中 
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